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研究成果の概要（和文）： 本研究の目的は，従来の精神医学領域で定義されたトラウマではなく，新たなトラ
ウマ定義に基づいて，トラウマの急性期以降の要支援者に関する現状を把握した上で，心理・教育・就労的観点
から統合的な支援を提供するための基盤となる研究を行うことであった。本研究によって，従来のトラウマ概念
の枠組みでは捉えられない非致死性トラウマが心身にもたらす影響やそのリスクファクターが明らかにされた。
これらの研究結果から，新たなトラウマ定義に基づく震災被災地域の要支援者への心理・教育・就労の統合的支
援の具体的方略を提案するとともに，その成果を広く社会や地域に還元することが可能となった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to clarify the current state of trauma 
experienced after the acute phase by using the new trauma definition rather than the trauma as 
defined in conventional psychiatric areas. From a psychological and educational perspective, it also
 aimed at examining a working viewpoint that might become a foundation to provide integrated 
support. This study clarified the effects of non-lethal trauma, which cannot be captured in the 
framework of the conventional concept of trauma on the mind and body, and its risk factors. Based on
 the new trauma definition and the results of this study, we proposed a specific strategy for 
supporting the disaster victims of the earthquake disaster area by integrating psychology, 
education, and employment. We were able to share the results extensively with the research community
 and the public at large.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
 本研究において，これまで要支援者として扱われてこなかったものの，急性期以降の生活や発達の健全化や安
定化を阻害する可能性の高い抑うつ性障害および自閉症スペクトラムといった個々の問題を取り上げ，実態調査
を行うことで，実態に即した急性期以降の支援のあり方を示すことができた。さらに，単に，心理的側面の改善
のみならず，学校や家庭内への適応や就労に関する将来展望を持つという中長期的視点に立脚した新たな心理・
教育・就労の統合的な支援の提案が可能となった。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
現在，東日本大震災の被災者のメンタルヘルスに関する問題は新たな局面を迎えている。申
請者らは，従来のトラウマの定義に含まれるような震災トラウマのみならず，いじめや死別体
験といった非致死性トラウマを継続的に体験することで，外傷後ストレス障害（PTSD）や抑う
つ性障害に対するリスクが高まることを明らかにした。さらに，被災から一定時間経過した被
災者の QOL には，PTSD よりも抑うつ症状が悪影響を及ぼすことを示した（伊藤ら, 2015）。ま
た，もともと自閉症スペクトラム傾向のある児童生徒は，トラウマに対する脆弱性があるため，
時間経過に伴う自然回復が見込めず，心理社会的問題が残存している可能性が極めて高い。こ
のような指摘は，阪神淡路大震災後の影響による「心の健康に対して教育的配慮を必要とする
児童生徒」が，震災直後よりも震災後 4年目が最も多い(兵庫県教育委員会, 2011)とする実証
的データから裏付けられており，急性期以降の心理社会的支援の提供が不可欠である。さらに，
被災のような集団トラウマに対する急性期支援は，多くの被災者に対する画一的な支援が有用
だが，急性期以降は，個別の問題に対する支援が必要である。 
本来であれば，このような領域においてこそ，個別性を重要視する臨床心理学モデルが活用
されるべき分野であるにも関わらず，臨床心理学で用いられるトラウマの定義は狭く，急性期
の被災者に限定的な支援や介入が多く，結果的に急性期以降の問題を体系的に取り扱ってこな
かったことが問題であった。 
 
２．研究の目的 
本研究は，従来の精神医学領域で定義されたトラウマではなく，新たなトラウマ定義に基づ
いて，トラウマの急性期以降の要支援者に関する現状を把握した上で，心理・教育・就労的観
点から統合的な支援を提供するための基盤となる研究を行う。 
 具体的には，新たなトラウマ定義に基づき，トラウマ体験の内容について分類・整理し，PTSD
のみならず，抑うつ性障害および自閉症スペクトラムとの関連について包括的に検証すること
で，トラウマの急性期以降の要支援者の状態像を明らかにし，単なる心理面側面の改善に留ま
らない心理・教育・就労が一体となった支援の在り方を提案することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 研究１（平成 28年度）として，従来のトラウマ概念の枠組みでは捉えられない広義のトラウ
マが心身にもたらす影響について，心理・社会的側面から検証を行い，新たなトラウマ定義の
臨床的妥当性および有用性について考察した。まず，これまで用いられてきた DSM-IV および
DSM-5 において示された診断基準に基づいたトラウマ研究を概観した。あわせて，DSM における
PTSD の診断基準 Aに当てはまらないエピソード，すなわち死の危険には至らないものの，外傷
後ストレス反応を喚起するものを「非致死性トラウマ」とし，新たなトラウマの定義と位置付
けて検討を行った（小関ら, 2017）。さらに，児童生徒を対象とした質問紙調査を実施し，致死
性トラウマと非致死性トラウマのそれぞれの経験が，抑うつおよび行動活性/抑制傾向との比較
を行った（Koseki et al., 2016）。 
研究２（平成 29 年度）では，東日本大震災の被災者を中心とした精神衛生上の問題や状態像
を明らかにすることを目的とした（仲座ら，2017）。具体的には，東日本大震災被災地域の児童
生徒を対象として，研究１において有用性が示された新たなトラウマ定義に基づいた質問紙調
査を行った。すなわち，生活の健全化と安定化が困難になるリスクファクターとして，抑うつ
性障害および自閉症スペクトラムを考慮したうえで，トラウマに関する実態調査およびそれら
の増悪・維持要因について検証を行った。さらに，被災地域学校の教職員に対するインタビュ
ー調査を行い，被災児童生徒の被災直後から現在までの変化とその特徴を明確にすることによ
って，トラウマ性障害の急性期以降の要支援者の諸特徴について整理した。 
これらを受けて研究３（平成 30 年度）として，急性期以降の要支援者の諸特徴に基づいた統
合的支援のあり方の提案することを狙いとして，介入および調査を実施した。まず，被災後の
中長期的観点から，研究２で明らかになった被災者の状態を踏まえて健康増進効果の期待され
る集団心理的支援プログラムをオープントライアルで実施し，質問紙を用いた量的検証と，主
観的報告に基づいた質的検証を行った（小関・土屋，2018；土屋・大谷ら，2018）。さらに，被
災地域学校の教職員に対するインタビューや意見交換会を開催し，心理的側面の改善だけでは
なく，学校や家庭内への適応や就労に関する将来展望を持つという中長期的視点に立脚した新
たな心理・教育・就労の統合的な支援について検討した（土屋・伊藤ら，2018）。 
さらに，本研究課題で得られた知見に基づき，就労場面における統合的支援プログラムを開
発し，生活の健全化と安定化が困難になるリスクファクターの１つであるうつ症状が高い傾向
のある者を対象とした集団認知行動療法を実施し，その有効性を実証した。 
 
４．研究成果 
 研究１の結果から，従来のトラウマの定義に即した理解にこだわることが，支援の阻害にも
つながりうる可能性が示唆された。また，新たなトラウマ定義を用いることによって，これま
で要支援者として扱われてこなかったものの，急性期以降の生活や発達の健全化や安定化を阻
害する可能性の高い抑うつ性障害および自閉症スペクトラムといった個々の問題を取り上げ，
実態調査を行うことで，実態に即した急性期以降の支援のあり方を検討することが可能となる



ことが示唆された。特に，急性期以降の問題として顕在化し，対応に苦慮するのは，PTSD など
の単一疾患ではなく，抑うつ性障害や自閉症スペクトラムなどの併存疾患や複数の脆弱性を持
つような複雑な症例である。そのような複数の観点から対象者の状態像を理解することによっ
て，単に，心理的側面の改善だけではなく，学校や家庭内への適応や就労に関する将来展望を
持つという中長期的視点に立脚した新たな心理・教育・就労の統合的な支援の提案が可能とな
り，本邦における急性期以降の要支援者に対する支援の雛形として，被災地支援等においても
広く活用することができることが明らかとなった。 
 また，研究２の結果から明らかになった，東日本大震災被災生徒の PTSD 症状と抑うつ症状に
関する状態については，PTSD 症状では，IES-R のカットオフを超えている者は全体の 1.9% で
あった。東日本大震災から 1 年 4 ヶ月後の高校生に対する実態調査（舩越ら，2014）では，PTSD 
症状のカットオフポイントを超えていた者は 19.3% であったことが報告されており，先行研究
と比較すれば，低い割合であった。対象者が同一ではないため，単純に先行研究と比較して述
べることはできないが，震災から 4 年が経過した現時点の被災地域の高校生においては PTSD 
の臨床的リスクを抱える者が少なからず存在するものの，PTSD 症状は時間経過とともに緩和さ
れていることが推察された。 
一方，抑うつ症状に関しては，CES-D のカットオフポイントを超えている者は全体の 35.1% 
であった。これまで本邦で実施された一般高校生を対象とした抑うつ傾向に関する調査では，
抑うつのカットオフポイントを超えた者は 19.4% であったことが報告されている（井上ら，
2013）。また，東日本大震災から 1 年 4 ヶ月後に実施した調査（舩越ら，2014）では，被災地
域の高校生の抑うつ傾向者は 27% であったことが報告されている。これらについても単純比較
はできないものの，先行研究と照らし合わせると，震災から 4 年が経過した現在においても，
抑うつに関して臨床的リスクを抱える者の割合は比較的多いものであることが示唆された。こ
れは PTSD 症状が時間経過と共に緩和するという，PTSD の知見とは異なる結果であり，実際に，
本研究においても，PTSD と抑うつ症状のリスクを抱える人数に差異があるかどうか検討を行っ
た結果，PTSD よりも抑うつ症状が重症化した者がより多いことが示された。さらに，抑うつ症
状や生活支障度に影響を及ぼしている認知行動的要因について検討するため，重回帰分析によ
る検討を行った。以上の結果から，特に，被災後の中・長期的観点からは，抑うつ症状に焦点
を当てることが重要であり，特に，「将来に対する否定的認知」，「回避や反すう」といった認知
的側面に焦点を当てた認知的再構成法や，「報酬知覚の随伴性」を促進する行動活性化法が抑う
つ症状の改善には有効であり，結果的に生活支障度の改善に繋がることが示された。 
 研究３として，岩手県の高等学校に通う１年生７クラス 280 名を対象に集団心理的支援プロ
グラムをオープントライアルで実施したところ，マインドフルネスのヨーガ瞑想法の継続的な
介入やホームワークの実践によって，約 3分の 2の生徒において操作変数の機能的な変容が認
められ，マインドフルネスの維持促進が示唆された（Table1）。さらに，マインドフルネスの「注
意」や「気づき」の獲得によって，抑うつが有意に低減したことが認められた。また，ホーム
ワークについて実施内容と記録方法の基準を設定することによって，約８割の生徒の実践を促
すことができた。これは被災などを想定した場合に，集団での介入だけでなく個人で活用し，
セルフマネジメントを高めるための手続きとして効果が期待できることが示唆された。 
また，質的な検討として行われた対象生徒からの聞き取り調査の結果から，マインドフルネ
スをしている際に意識していることとして「呼吸」と回答している生徒が最も多く，「呼吸」に
注意を集中することができていたことが明らかになった。また，マインドフルネスを実施する
際に大事なこととして，「力を抜くこと」「心を落ち着かせること」などの回答が多く得られ，
マインドフルネスによって注意を向け，心や身体への気づきを得ることで，それらを解消する
ことができたと感じていることが示唆された。 
 以上の研究を総括すると，従来のトラウマ概念の枠組みでは捉えられない新たなトラウマ定
義に基づいた，認知行動療法を基盤とした集団心理的支援プログラムには，一定の有効性が確
認された。これらの成果の社会的な還元を目的として，「トラウマ対処・ストレスマネジメント
のための学校・学級集団で使える認知行動療法実践集」という小冊子を作成し，岩手県のすべ
ての高等学校に配布するとともに，研究分担者のウェブページにて公開した。本研究を通して，
新たなトラウマ定義に基づく震災被災地域の要支援者への心理・教育・就労の統合的支援の具
体的方略を提案するとともに，その成果を広く社会や地域に還元することができたと考えられ
る。 
 
 
 



 
 

Table1 研究３で実施した心理プログラムにおける量的変数の変化 
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